
 

多摩・島しょ地域力の向上事業助成金交付要綱 

（総則） 

第１条 この要綱は、財団法人東京市町村自治調査会（以下「調査会」という。）が多

摩・島しょ地域の市町村（以下「市町村」という。）に対して、多摩・島しょ地域力

の向上事業助成金（以下「助成金」という。）を交付することに関して、必要な事項

を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 助成金は、市町村が実施する地域力の向上に資する事業（以下「地域力向上事

業」という。）を支援することにより、多摩・島しょ地域全体の地域力の向上を図り、

ひいては多摩・島しょの魅力を高めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第３条 この要綱においては、次のとおり用語を定義する。 

（１）新規事業 地域力向上事業のうち、第５条に規定する助成期間内において、新た

に実施する事業 

（２）レベルアップ事業 地域力向上事業のうち、第５条に規定する助成期間内におい

て、初めて助成金を申請する年度の前年度（以下「基準年度」という。）に実施して

いる事業のうち、基準年度と比較して、助成金を申請する年度（以下「申請年度」と

いう。）に事業費を増額して実施する事業 

（助成対象者） 

第４条 助成対象者は、市町村とする。 

２ 助成金の申請者は、市町村長（以下「申請者」という。）とする。 

（助成期間） 

第５条 本要綱における助成は、平成２２年度から平成２４年度までの間とする。 

（助成対象事業） 

第６条 助成対象事業は、次の各号の一に該当する新規事業又はレベルアップ事業のう

ち、調査会理事長（以下「理事長」という。）が必要と認める事業とする。 

（１）自治会・町会等地域コミュニティの活性化に資する事業 

（２）高齢者・子どもの見守りに資する事業 

（３）団塊世代の地域デビュー支援に資する事業 

（助成対象経費及び助成金の額） 

第７条 助成対象経費は、助成対象事業に要する経費（施設整備等に係る経費及び市町

村の職員人件費を除く。以下同じ。）から、当該事業の実施に伴う収入額を控除して

得た経費（レベルアップ事業においては、申請年度の助成対象事業の実施に伴う収入

控除後の事業に要する経費から、基準年度の助成対象事業の実施に伴う収入控除後の



 

事業に要する経費を控除して得た経費とする。）とする。 

２ 助成金の額は、助成対象経費の１０分の１０とし、その上限は、一市町村につき年

間１００万円とする。 

（交付申請） 

第８条 助成金の交付を受けようとする申請者は、多摩・島しょ地域力の向上事業助成

金交付申請書（様式１）に多摩・島しょ地域力の向上事業助成金事業計画書総括表（様

式２）、多摩・島しょ地域力の向上事業助成金事業計画書（様式３）及びその他理事

長が必要と認める書類を添付し、毎年度、別に定める日までに理事長に提出しなけれ

ばならない。 

（交付決定及び通知） 

第９条 理事長は、前条の規定による交付申請があったときは、別に定める市町村共同

事業助成金審査会の審査に付したうえで、助成金交付の可否を決定する。 

２ 理事長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに申請者に対し、多摩・島

しょ地域力の向上事業助成金交付・不交付決定通知書（様式４）により通知する。 

（助成事業の遂行） 

第１０条 前条第２項の規定により交付の決定を受けた申請者は、第８条の規定により

提出した事業計画（以下「事業計画」という。）に従い、事業を適正に遂行しなけれ

ばならない。なお、事業計画の主要部分についての変更は、認めないものとする。 

（助成事業の変更） 

第１１条 第９条第２項の規定により交付の決定を受けた申請者は、通知された助成金

交付決定総額の範囲内で主要部分以外の事業内容に変更（各事業において交付決定額

の３０％以内の額の変更を除く）の必要が生じたときは、多摩・島しょ地域力の向上

事業助成金変更交付申請書（様式５）に多摩・島しょ地域力の向上事業助成金事業変

更計画書総括表（様式６）、多摩・島しょ地域力の向上事業助成金事業計画書（様式

３）及びその他理事長が必要と認める書類を添付し、理事長に提出しなければならな

い。 

２ 理事長は、前項の規定による変更交付申請があったときは、その内容を審査し、変

更交付の可否を決定する。 

３ 理事長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに変更交付申請者に対し、

多摩・島しょ地域力の向上事業助成金変更交付・不交付決定通知書（様式７）により

通知する。 

４ 前項の規定により変更交付の決定を受けた申請者は、第１項の規定により提出した

変更後の事業計画に従い、事業を適正に遂行しなければならない。 

（申請の取下げ） 

第１２条 第９条第２項の規定による交付決定又は前条第３項の規定による変更交付



 

決定を受けた申請者（以下「被交付決定者」という。）は、助成金の申請を取り下げ

るときは、多摩・島しょ地域力の向上事業助成金取下申請書（様式８）を理事長に提

出し、その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定による申請を受理したときは、速やかに被交付決定者に対し、

多摩・島しょ地域力の向上事業助成金取下承認通知書（様式９）により通知する。 

（軽微な変更の届出） 

第１３条 第１１条第１項の規定にかかわらず、被交付決定者は、事業名称の一部修正

など、軽微な変更の必要が生じたときは、速やかに書面により理事長に届け出なけれ

ばならない。 

（実績報告） 

第１４条 被交付決定者は、多摩・島しょ地域力の向上事業助成金実績報告書（様式  

１０）に多摩・島しょ地域力の向上事業助成金事業実績調書総括表（様式１１）、多

摩・島しょ地域力の向上事業助成金事業実績調書（様式１２）、領収書等助成対象経

費の支出を証明する書類の写し及びその他理事長が必要と認める書類を添付し、別に

定める日までに理事長に提出しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第１５条 理事長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容の審査を行い、

助成金の額を確定し、多摩・島しょ地域力の向上事業助成金確定通知書（様式１３）

により被交付決定者に通知する。 

（助成金の請求及び交付） 

第１６条 被交付決定者は、前条の規定により助成金の額が確定した後に、多摩・島し

ょ地域力の向上事業助成金請求書（様式１４）（以下「請求書」という。）を別に定め

る日までに理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定により請求書が提出されたときは、速やかに助成金を交付す

る。 

（助成金の管理執行） 

第１７条 助成金の交付を受けた被交付決定者は、当該市町村の事務に準じて、適正に

助成金を管理執行しなければならない。 

（交付決定の取り消し） 

第１８条 理事長は、被交付決定者が次の各号の一に該当した場合は、助成金の交付決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽その他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき 

（２）事業の実施に際して、法令に違反したとき 

（３）本要綱又は交付決定に付した条件に違反したとき 

２ 前項の規定は、交付すべき助成金の額の確定があった後においても適用する。 



 

３ 助成金の交付を受けた被交付決定者は、助成金の交付決定が取り消された場合は、

当該取り消しに係る部分の助成金を速やかに理事長に返還しなければならない。 

（事務の所管） 

第１９条 この要綱に基づく事務は、調査会共同事業推進部が所管する。 

（補則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付について必要な事項は、理事長

が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、平成２５年３月３１日限り、その効力

を失う。但し、第１８条の規定は、失効後においてもその効力を有する。 


